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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、「日銀短観」９月調査における企業の業況判断ＤＩによれ

ば、大企業製造業で前回６月調査対比１ポイント上昇いたしました。設備投資や公共投資の堅調から「汎用機械」

「窯業・土石」等の業種が上昇したことに加え、前回調査で大きく落ち込んでいた「自動車」も堅調な海外市場や

円安の進展などを背景に大きく改善いたしました。しかし素材業種、加工業種は双方とも１ポイント悪化しており

製造業全体の業況感の改善は、実際は足踏み状態と考えられます。また、大企業非製造業は個人消費の改善の遅れ

を反映して、前回６月調査から６ポイント低下、中小企業も内需が力強さを欠く中、製造業、非製造業ともに前回

調査比マイナスとなりました。

この日銀短観を踏まえ、日銀は10月７日の金融政策決定会合で、景気判断は「基調的には緩やかな回復を続けて

いる」と基本的な認識は維持しましたが、生産の判断を「このところ弱めの動き」に下方修正いたしました。

また、総務省が９月に発表した８月分の労働力調査によれば、就労者数は前年同月に比べ53万人の増加となりま

したが、製造業は前年同期と変わらず1,036万人となっており、旺盛な需要に対し依然として人員不足の状況が続

いております。

このような状況下、当社グループでは、人材・教育ビジネスにおきましては、既存顧客のシェア拡大及び積極的

な新規顧客獲得に取組んだ結果、稼動人員は過去最高となりました。情報通信ビジネスにおきましては、主力商材

である携帯市場では、業界全体で新料金プラン導入や販売台数の減少に伴う顧客獲得競争が厳しくなる中、関連商

材の販売促進に取組みました。不動産ビジネスにおきましては、好調な首都圏での戸建第一号案件の全戸引渡し、

東北圏でのマンション第一号案件の全戸引渡しに加え、戦略的な用地売却が売上の拡大に寄与いたしました。ま

た、近畿圏におきましては来期以降の収益貢献を果たすべく、第一号案件の販売準備に注力いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は49,815百万円（前年同期比19.9％増）、営業利益は2,627百

万円（前年同期比74.8％増）、経常利益は2,595百万円（前年同期比68.7％増）、四半期純利益は1,202百万円（前

年同期比79.5％増）となりました。

 

 当社グループは、持株会社体制への移行により組織体制を整備したことに伴い、当第２四半期連結会計期間よ

り報告セグメントの区分方法を以下のとおり変更しております。

 事業内容の類似性及び関連性の観点からセグメント区分の見直しを行い、従来「その他」に区分しておりまし

た一部の事業を「ファクトリー事業」及び「テクノ事業」に変更しております。具体的には、福島県受託事業を

「ファクトリー事業」に変更し、施工管理系技術者の派遣事業、メーカーから製品の修理業務を請け負うリペア

事業、障がい者教育・雇用支援等を行っている九州地理情報㈱を「テクノ事業」へ変更いたしました。

 また、ファッション業界に特化した販売系スタッフの人材派遣事業とコールセンター向けオペレーターなどの

オフィス系人材派遣事業を「セールス＆マーケティング事業」として新たに記載いたしました。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントに基づき作成しております。

セグメントの業績は次のとおりであります。

（ファクトリー事業）

ファクトリー事業は、電気・電子分野、物流分野及び期初から開始した機械分野の大型案件が安定し堅調に推移

いたしました。第３四半期以降は、それに加え自動車分野についても好調となってきており拡大基調が続いており

ます。懸念事項となっている採用についても、自社採用サイト「ＪＯＢ ＰＡＰＥＲ」の九州、中・四国地域にお

けるＣＭ放映による認知度向上に伴い、徐々に採用効果を発揮してきております。

また、福島県における行政受託事業についても約665名の被災求職者に対して雇用創出を行いました。

以上の結果、売上高は18,217百万円（前年同期比20.0％増）、セグメント利益は1,432百万円（前年同期比

88.9％増）となりました。

（テクノ事業）

テクノ事業は、電気・電子分野、環境エネルギー分野、情報通信分野及び自動車分野においてアプリケーション

開発と組み込みシステムの技術者ニーズ拡大及び生産技術分野での半導体関連の需要増から堅調に推移いたしまし

た。また、慢性的な人材不足の対応として、技術者のリテラシーを活用した工場系エンジニア領域の開拓により、

採用枠の拡大を順調に進めております。

家電等の修理を行うリペア事業では、繁閑差が大きい商品の対応とサービスエリアの拡大に向け技術者の育成に

注力し、次年度以降の拡大に向けた事業基盤の構築に注力いたしました。

以上の結果、売上高は6,282百万円（前年同期比17.8％増）、セグメント利益は494百万円（前年同期比17.3％

増）となりました。

（Ｒ＆Ｄ事業）

Ｒ＆Ｄ事業は、再生医療分野への営業の注力により製薬会社の新薬開発に伴うバイオ系のニーズが拡大傾向とな

る中、生産性の向上とチャージアップ交渉等の原価率改善にも注力し、順調に推移いたしました。また、慢性的な

人材不足の対応として“地域限定社員”による地域に特化した採用枠の拡大を行い、採用母集団の拡大を行ってお

ります。

臨床試験受託事業のＤＯＴインターナショナル㈱は、採用人材に対する人材育成に時間を要することから人材確

保と育成に注力し、次年度以降の拡大に向けた事業基盤の構築に注力いたしました。
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以上の結果、売上高は2,945百万円（前年同期比8.0％増）、セグメント利益は52百万円（前年同期比64.9％減）

となりました。

（セールス＆マーケティング事業）

ブランドショップ等への販売員派遣を行っているＣＢ事業は、ミセス・ファストファッションブランドに注力

し、顧客拡大に努めました。また、採用については採用母集団の拡大につなげるべく、自社採用サイトを構築し、

10月より運用を開始しております。

前期に立ち上げたコールセンター等のオペレーター派遣を行っているＯＣＳ事業は、クライアントニーズが順調

に拡大していることから採用に注力いたしました。７月にはＣＢ事業と合同で新宿オフィスをオープンし、採用強

化に取り組んだ結果、稼動者数及び売上高が拡大いたしました。

以上の結果、売上高は1,898百万円（前年同期比32.1％増）、セグメント利益は38百万円（前年同期比7.6％減）

となりました。

（情報通信事業）

情報通信事業は、スマートフォンやタブレット端末、モバイルＷｉ‐Ｆｉルーター等の通信機器に加え、スマー

トフォンのアクセサリやコンテンツサービス等の関連商材の販売促進施策を推進してまいりましたが、キャッシュ

バック等の訴求が難しい環境になり、他キャリアからのＭＮＰ、新規契約数が低迷いたしました。

以上の結果、売上高は9,736百万円（前年同期比1.8％減）、セグメント利益は247百万円（前年同期比28.2％

減）となりました。

（不動産事業）

不動産事業は、主たる営業基盤である首都圏マンション市場の当第３四半期連結累計期間における新規供給戸数

は29,062戸と前年同期間累計比26.8％減となったものの、初月平均契約率が77.7％（不動産経済研究所）と好調ラ

インの70%を上回り、堅調に推移いたしました。

仙台エリアにおきましても、本年９月度における新規供給戸数が前年同月比で15.3%増加し、新規供給を含めた

契約率が78%となるなど、底堅く推移いたしました。

このような環境の中、当第３四半期連結累計期間においても仕入活動を継続的に行い、首都圏で７物件、東北圏

で１物件の事業用不動産の仕入を行いました。また今後の市況を鑑み、宅地区画販売及び共同事業による新築マン

ション販売、さらには事業用不動産販売等の営業活動に注力いたしました。

以上の結果、売上高は10,291百万円（前年同期比60.0％増）、セグメント利益は1,146百万円（前年同期比

164.7％増）となりました。

なお、不動産事業における売上高の内訳は次のとおりであります。

不動産分譲事業では、首都圏における新築マンションとして「レジデンシャル門前仲町イースト」「三鷹共同事

業」、新築戸建住宅として「レジデンシャルノイエ駒沢」の完成引渡に加え、東北圏における新築第一号物件であ

る「レジデンシャル南仙台」の完成引渡及び前期からの繰越物件の引渡により、売上高4,340百万円を計上いたし

ました。

宅地等の不動産販売事業におきましては、5,586百万円を計上いたしました。

販売受託等のその他事業におきましては、365百万円を計上いたしました。

（その他）

ＤＴＰ・ＷＥＢ・ＣＡＤ・パソコンスクール等の教育事業を行う㈱アドバンは、個人向けニーズの拡大に向け岡

山校を新たに開校いたしました。また、ソフトウエア販売については順調なものの売上単価の低下により、売上拡

大は厳しい状況となりました。

以上の結果、売上高は444百万円（前年同期比14.1％減）、セグメント利益は21百万円（前年同期比54.8％減）

となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は32,659百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,093百万円

の増加となりました。これは主に現金及び預金の増加額1,410百万円、販売用不動産の増加額214百万円、仕掛販売

用不動産の増加額943百万円等によるものであります。

 負債につきましては、負債合計が24,854百万円となり、前連結会計年度末と比較して971百万円の増加となりま

した。これは主に販売用不動産の購入資金として調達した長期借入金の増加額1,630百万円等によるものでありま

す。

 純資産につきましては、純資産合計が7,805百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,121百万円の増加とな

りました。これは主に利益剰余金の増加額1,034百万円等によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 連結業績予想につきましては、通期の業績予想を修正いたしました。

 詳細につきましては、本日（平成26年11月10日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 当第３四半期連結累計期間において、ワールドインテック分割準備㈱を新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。なお、平成26年７月１日付にて、ワールドインテック分割準備㈱はその商号を「㈱ワールドインテッ

ク」へと変更しております。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,970 7,381 

受取手形及び売掛金 5,427 5,207 

有価証券 10 10 

商品及び製品 558 728 

販売用不動産 514 728 

仕掛品 55 58 

仕掛販売用不動産 14,195 15,138 

繰延税金資産 221 221 

その他 1,304 923 

貸倒引当金 △100 △30 

流動資産合計 28,157 30,367 

固定資産    

有形固定資産 637 705 

無形固定資産    

のれん 515 113 

その他 140 161 

無形固定資産合計 655 274 

投資その他の資産    

投資有価証券 351 393 

繰延税金資産 186 184 

その他 669 826 

貸倒引当金 △90 △92 

投資その他の資産合計 1,116 1,311 

固定資産合計 2,409 2,292 

資産合計 30,566 32,659 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 870 630 

不動産事業未払金 1,079 1,567 

短期借入金 10,931 9,746 

未払費用 2,972 3,009 

未払法人税等 955 713 

賞与引当金 48 309 

役員賞与引当金 4 1 

その他 2,732 2,845 

流動負債合計 19,594 18,823 

固定負債    

長期借入金 3,617 5,247 

退職給付引当金 576 632 

役員退職慰労引当金 32 39 

その他 61 111 

固定負債合計 4,288 6,030 

負債合計 23,882 24,854 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 701 701 

資本剰余金 895 895 

利益剰余金 4,124 5,159 

自己株式 △0 △0 

株主資本合計 5,720 6,755 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3 5 

為替換算調整勘定 4 6 

その他の包括利益累計額合計 8 12 

少数株主持分 954 1,037 

純資産合計 6,683 7,805 

負債純資産合計 30,566 32,659 

 

- 6 -

㈱ワールドホールディングス(2429)　平成26年12月期　第3四半期決算短信



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 41,551 49,815 

売上原価 33,821 40,316 

売上総利益 7,729 9,498 

販売費及び一般管理費 6,226 6,871 

営業利益 1,502 2,627 

営業外収益    

投資事業組合運用益 39 － 

その他 113 73 

営業外収益合計 153 73 

営業外費用    

支払利息 63 63 

固定資産除却損 7 21 

貸倒引当金繰入額 30 － 

その他 17 20 

営業外費用合計 118 105 

経常利益 1,538 2,595 

特別利益    

消費税等簡易課税差額収入 － 224 

特別利益合計 － 224 

特別損失    

減損損失 － 308 

事業所閉鎖損失 25 － 

事務所移転費用 － 38 

特別損失合計 25 347 

税金等調整前四半期純利益 1,512 2,472 

法人税等 735 1,186 

少数株主損益調整前四半期純利益 777 1,286 

少数株主利益 107 83 

四半期純利益 670 1,202 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 777 1,286 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 8 1 

為替換算調整勘定 10 2 

その他の包括利益合計 18 3 

四半期包括利益 796 1,290 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 688 1,206 

少数株主に係る四半期包括利益 107 83 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成25年１月１日 至平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）
１ 

合計 
調整額 
（注）
２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

ファクト
リー事業 

テクノ
事業 

Ｒ＆Ｄ事
業 

セールス
＆マーケ
ティング
事業 

情報通信
事業 

不動産 
事業 

計 

売上高                      

外部顧客へ

の売上高 
15,186 5,332 2,726 1,437 9,918 6,431 41,034 516 41,551 － 41,551 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

5 99 － － 4 － 108 19 128 △128 － 

計 15,192 5,431 2,726 1,437 9,923 6,431 41,142 536 41,679 △128 41,551 

セグメント利

益 
758 421 149 41 344 433 2,148 46 2,195 △692 1,502 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコンスクール運営、半導

体関連の部品・部材調達、行政受託等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△692百万円には、セグメント間取引消去△８百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△684百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

重要な変動はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成26年１月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）
１ 

合計 
調整額 
（注）
２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

ファクト
リー事業 

テクノ
事業 

Ｒ＆Ｄ事
業 

セールス
＆マーケ
ティング
事業 

情報通信
事業 

不動産 
事業 

計 

売上高                      

外部顧客へ

の売上高 
18,217 6,282 2,945 1,898 9,736 10,291 49,371 444 49,815 － 49,815 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

3 86 － 1 7 － 99 22 121 △121 － 

計 18,221 6,368 2,945 1,900 9,743 10,291 49,470 466 49,936 △121 49,815 

セグメント利

益 
1,432 494 52 38 247 1,146 3,412 21 3,433 △805 2,627 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコンスクール運営、半導

体関連の部品・部材調達、行政受託等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△805百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△816百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

   当社グループは、持株会社体制への移行により組織体制を整備したことに伴い、当第２四半期連結会計期間よ

り報告セグメントの区分方法を以下のとおり変更しております。

   事業内容の類似性及び関連性の観点からセグメント区分の見直しを行い、従来「その他」に区分しておりまし

た一部の事業を「ファクトリー事業」及び「テクノ事業」に変更しております。具体的には、福島県受託事業を

「ファクトリー事業」に変更し、施工管理系技術者の派遣事業、メーカーから製品の修理業務を請け負うリペア

事業、障がい者教育・雇用支援等を行っている九州地理情報㈱を「テクノ事業」へ変更いたしました。

   また、ファッション業界に特化した販売系スタッフの人材派遣事業とコールセンター向けオペレーターなどの

オフィス系人材派遣事業を「セールス＆マーケティング事業」として新たに記載いたしました。

   なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントに基づき作成しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

「Ｒ＆Ｄ事業」セグメントにおいて、ＤＯＴインターナショナル㈱の当初事業計画で想定した超過収益力が認め

られなくなったため、のれんの減損損失308百万円を計上しております。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 
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